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１  予算編成の基本方針 
   

平成１８年度予算は、本組合の経営理念を示す「経営計画」、そして、行

財政改革の取り組みを具体的に示す「経営改革プラン」を踏まえ、経営改

革初年度の予算と位置づけ、以下の６つの編成方針に基づき編成しました。 
 
《編成方針》 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

 

   
 
 
 

1 「一般廃棄物処理基本計画」の着実な達成を図ること。 
 

2 経費については、平成１７年度予算に対して総額で５％減の範囲内で要

求すること。（施設整備計画にかかる事業費、債務負担行為を除く） 

  また、事務事業の実施方法について、アウトソーシングなどによる民間

活力の積極的な導入を図ること。 
 

3 経費の見積りにあたっては、過去の決算状況を分析し、実績を踏まえ見

積もること。 

  また、全ての契約行為の予算の見積もりにあたっては、直近の契約実績

を反映させ、より実績に近い金額で予算要求すること。 
 

4  職員定数については、「平成１８年度組織及び職員定数について」に基づ

き適正化を図り、より効率的かつ効果的な執行体制を構築すること。 
 

5 施設の建設、改築及び改修にあたっては、建設コストの縮減に努めると

ともに、事業運営の合理化及び維持管理費の縮減に十分配慮すること。 

  また、予算要求にあたっては、関係部課と十分に調整し、工事の重複等

がないように留意すること。 
 

6 歳入の見積りにあたって、国庫支出金については国の予算編成の動向を

注視し、確実に財源を確保すること。また、自主財源については、積極的

な見込みにより、最大限の増収に努め、予算要求すること。 

―参考― 
《経営改革プランにおける３つの目標と７つの重点項目》 
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1  安全で安定的な管理運営      （1）安全で確実な工場運営の推進 

（2）技術力の維持・向上 

2  行財政システムの改革       （1）組織体制のスリム化  

（2）アウトソーシングの推進 

（3）行財政の見直し 

3  ２３区との連携と透明性の向上   （1）23 区との連携・協調 

（2）区民との連携 
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２  歳入歳出予算の概要 
   
   平成１８年度の一般会計予算の総額は、809 億 5,800 万円となり、前年度

の 908 億 1,600 万円に対し、▲98 億 5,800 万円、▲10.9％の減となりまし

た。内訳は、３・４ページの表及びグラフのとおりです。 
 

    平成１８年度予算では、清掃工場の建設等に要する経費である「施設整

備費」が前年度に対し▲144 億 2,600 万円、▲44.2％の減となりました。こ

れは、品川清掃工場の竣工（H18 年 3 月竣工）、飾清掃工場プラント更新

工事や中防灰溶融施設建設工事が最終年度を迎えたこと等によるもので、

投資的経費が減となったことが大きな要因となっています。 
一方、清掃工場等の維持管理及び運営に要する経費である「清掃費」は、

新たに平成 18 年 12 月に飾清掃工場及び中防灰溶融施設が稼働するなど

47 億 1,600 万円の増加要因がありますが、工場におけるアウトソーシング

の推進やスラグの有効利用による経費の削減、既存工場の維持管理コスト

の縮減（光熱水費・薬剤等消耗品の節減等）など、事業の徹底的な見直し

を図ることにより、前年度に対し、26 億 6,900 万円、5.8％の増に抑えてい

ます。 
  また、組合債の償還等に要する経費である「公債費」は、平成１５年度

に発行した組合債の元金償還の開始等により、前年度に対し、9 億 8,500

万円、13.7％の増となっています。 

 

  次に、歳入では、本組合の歳入の根幹である特別区分担金が 396 億 7,600

万円で、前年度に対して、6 億 7,400 万円、1.7％の増となっております。

これは、都派遣職員の身分切替に伴う退職手当、灰溶融施設の運営経費、

公債費などの歳出需要が大幅に増加する中で、財政調整基金から 80 億円を

繰入れ、特別な財源対策により、可能な限り特別区分担金の抑制、平準化

を図りました。 

  また、特定財源においては、施設整備事業費の減に伴い、前年度に対し

て、国庫支出金が▲55 億 7,500 万円、▲71.6％、組合債が▲62 億 8,000 万

円、▲36.7％と、それぞれ大幅な減となっています。 

  

  なお、平成１８年度の特別区分担金の区別算定におきましては、平成 

１７年度までの「人口割」から、区収ごみ量相当分は「ごみ量割」で、持

込みごみ量相当分は「人口割」による算出方法に改めています。（15 ページ

参照） 



18年度予算 17年度予算 増減率

○ 歳入歳出予算 千円 ▲10.9%

○ 債務負担行為 4件 千円 ▲88.4%

○ 組合債 12件 千円 ▲36.7%

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減率

１ 39,675,700 49.0 39,002,197 42.9 673,503 1.7

39,675,700 49.0 39,001,783 42.9 673,917 1.7

２ 15,280,055 18.9 14,984,976 16.5 295,079 2.0

15,275,646 18.9 14,975,070 16.5 300,576 2.0

３ 2,211,220 2.7 7,786,170 8.6 ▲ 5,574,950 ▲ 71.6

４ 5,816 0.0 30,267 0.0 ▲ 24,451 ▲ 80.8

５ 8,000,000 9.9 7,500,000 8.3 500,000 6.7

６ 300,000 0.4 300,000 0.3 0 0.0

７ 4,646,209 5.7 4,093,390 4.5 552,819 13.5

８ 10,839,000 13.4 17,119,000 18.9 ▲ 6,280,000 ▲ 36.7

80,958,000 100.0 90,816,000 100.0 ▲ 9,858,000 ▲ 10.9

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減率

１ 10,420 0.0 10,452 0.0 ▲ 32 ▲ 0.3

２ 5,390,974 6.7 4,449,036 4.9 941,938 21.2

３ 67,057,245 82.8 78,814,462 86.8 ▲ 11,757,217 ▲ 14.9

48,845,677 60.3 46,176,760 50.9 2,668,917 5.8

18,211,568 22.5 32,637,702 35.9 ▲ 14,426,134 ▲ 44.2

４ 8,197,994 10.1 7,213,129 8.0 984,865 13.7

8,195,487 10.1 7,213,119 8.0 982,368 13.6

５ 1,367 0.0 28,921 0.0 ▲ 27,554 ▲ 95.3

６ 300,000 0.4 300,000 0.3 0 0.0

80,958,000 100.0 90,816,000 100.0 ▲ 9,858,000 ▲ 10.9

－3－

公 債 費

諸 支 出 金

歳 出 合 計

予 備 費

（うち組合債元利償還金）

90,816,000千円

2,826,000千円

17,119,000千円

１８年度予算 比較増（▲）減

比較増（▲）減１８年度予算

（単位：千円，％）

１７年度予算

総 務 費

分 担 金 及 び 負 担 金

( 清 掃 費 ）

（ 施 設 整 備 費 ）

清 掃 費

組 合 債

区　　　　　　分

繰 入 金

< 一 般 会 計 予 算 >

（単位：千円，％）

歳 入 合 計

歳 入 歳 出 予 算

１７年度予算

諸 収 入

（うち廃棄物処理手数料）

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

区　　　　　　分

議 会 費

使 用 料 及 び 手 数 料

80,958,000

328,000

繰 越 金

10,839,000

（う ち 特 別 区 分 担 金）

歳　　出

歳　　入



(単位：千円）
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１７年度

１８年度

歳
 
入

使用料及び
手数料

15,280,055

(18.9%)

国庫支出金

2,211,220

(2.7%)

財産収入

5,816

(0.0%)

繰入金

8,000,000

(9.9%)

諸収入

4,646,209

(5.7%)

繰越金

300,000

(0.4%)

組合債

10,839,000

(13.4%)

合計

80,958,000

(100.0%)

使用料及び
手数料

14,984,976

(16.5%)

国庫支出金

7,786,170

(8.6%)

財産収入
30,267
(0.0%)

繰越金

300,000

(0.3%)

諸収入

4,093,390

(4.5%)

組合債

17,119,000

(18.9%)

合計

90,816,000

(100.0%)

分担金及び負担金
（特別区分担金）

39,675,700

(49.0%)

分担金及び負担金
（特別区分担金）

39,001,783

(42.9%)

分担金及び負担金
（負担金）

414 (0.0%)

繰入金

7,500,000

(8.3%)

１７年度

１８年度

歳
　
出

議会費

10,420

(0.0%)

総務費

5,390,974

(6.7%)

清掃費（清掃費）

48,845,677

(60.3%)

清掃費
（施設整備費）
18,211,568
(22.5%)

公債費

8,197,994

(10.1%)

諸支出金

1,367

(0.0%)

予備費

300,000

(0.4%)

合計

80,958,000

(100.0%)

議会費

(0.0%)

10,452

総務費

4,449,036

(4.9%)

清掃費（清掃費）

46,176,760

(50.9%)

清掃費
（施設整備費）
32,637,702
(35.9%)

公債費

7,213,129

(8.0%)

諸支出金

28,921

(0.0%)

予備費

300,000

(0.3%)

合計

90,816,000

(100.0%)



金　額 説　　　　　明

　平成18年3月に稼動する品川清掃工場
の平年度化経費、また、飾清掃工場
及び中防灰溶融施設が平成18年12月か
ら稼動するため、それぞれ運営経費を
計上する。

清掃工場運転管理委託 ──

　平成20年度からの廃プラスチックの
サーマルリサイクルの本格実施にあた
り、廃プラスチックの焼却処理が、排
ガス、排水、焼却灰、焼却施設及び周
辺大気に及ぼす影響等について調査を
行う。

廃プラスチックのサーマルリ
サイクル実施に向けた環境調
査委託

6

3

　アウトソーシング推進の一環とし
て、平成18年度から練馬・有明清掃工
場の運転管理の一部を委託する。2工場
で約1億500万円の財政効果を見込む。

73,097

4,715,825

1

2
品川清掃工場の平年度化、
飾清掃工場及び中防灰溶融施
設の稼動

職員育成の取り組み

　新たな施設整備計画に基づき、平成
22年度の着工に向け、周辺環境調査委
託及び建設計画策定委託を実施する。

３  平成１８年度予算の特徴

　平成１８年度予算の特徴は、以下の表のとおりです。今後の事業展開のために必要とされ
る経費については、重点的に予算を配分しました。なお、施設整備費については、次ページ
の「平成１８年度 施設整備一覧」のとおりです。

太陽光発電設備の設置

足立、飾、品川清掃工場におい
て、スラグ貯留施設の屋根に太陽光発
電設備を設置し、環境への負荷の低減
を図る。

2,991,508

7

5

飾清掃工場のプラント更新

（単位：千円）

項　　　目

新たに都派遣職員の身分切替等に伴
う退職手当を計上する。

都派遣職員の派遣終了・退職に伴う
経験者・資格保有者の減少、新規施設
の稼動に対応するため、法定資格の取
得促進、技術力育成等の取り組みを行
う。

4

8 152,942

9
職員の身分切替等に伴う退職
手当

48,871

1,432,267

平成18年12月の竣工に向け、引き続
き本体工事等の経費を計上する。

3,715,269
平成18年12月の竣工に向け、引き続

き本体工事等の経費を計上する。

317,618

中防灰溶融施設の建設

練馬清掃工場の建設及び
大田清掃工場第二工場のプラ
ント更新

－5－
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平 成 １ ８ 年 度  施 設 整 備 一 覧 

 

（単位：千円） 

区    分 事 業 費 整   備   内   容 

清掃工場の建設 7,129,258 

○世田谷清掃工場（本体工事等） 

○北清掃工場（外構整備工事等） 

○渋谷清掃工場（用地取得事業） 

○練馬清掃工場（周辺環境調査委託等） 

清掃工場のプラント 

更新 
3,289,821 

○飾清掃工場（本体工事等）（H18 年 12 月竣工） 

○足立清掃工場（スラグ貯留施設整備工事等） 

○品川清掃工場（スラグ貯留施設整備工事等） 

○大田清掃工場第二工場（周辺環境調査委託等） 

灰溶融施設の建設 3,715,269 ○中防灰溶融施設（本体工事等）（H18 年 12 月竣工）

清掃工場の施設 

整備 
3,086,174 

既設清掃工場について、施設機能の維持・向上を図る

○飛灰搬出設備整備（中央ほか７清掃工場） 

○二度計量設備整備（北・墨田清掃工場） 

○その他設備整備（光が丘清掃工場外装改修工事

ほか６件） 

不燃ごみ処理施設

の整備 
296,363 

○中防不燃ごみ処理センター 

（第二プラント臭気対策整備工事） 

粗大ごみ処理施設

の整備 
406,105 

○粗大ごみ破砕処理施設（粉塵対策装置整備工事） 

○破砕ごみ処理施設（飛灰搬送設備整備工事） 

中防管理施設の整

備 
275,747 ○中防管理施設（電気設備整備工事等） 

 

 



４  主な事務事業の見直し

　経営計画・経営改革プランを踏まえた、平成１８年度における事務事業の見直しに
よる経費節減等の財政効果は下表のとおりです。

（単位：百万円）

財政効果 説　　　　　　　明

歳出の削減 2,757

組織体制のスリム化 288
効率的な事業運営を実現するため、組織・
定数の見直しを行い、３０名の人員削減を
行う（予算人員）。

アウトソーシングの推進 105
練馬・有明清掃工場において、運転管理業
務の一部を民間委託する。

行財政の見直し 2,364

スラグの有効利用の促進 261
溶融スラグを有効活用することにより、運
搬経費や埋立処分経費の削減を図る。

維持管理コストの縮減 2,103

既存工場運営費等の節減 1,956
既存工場における光熱水費・薬剤等消耗品
の節減や、委託経費の見直し等により、経
費の節減を図る。

所内消費電力の節減 147
本来であれば購入すべき電力を、工場の発
電した電力で賄い節減を図る。

歳入の確保 486

売電収入の確保 159
工場における余剰電力・熱エネルギー等の
売却を行い、収入の確保を図る。

有価物売払収入の確保 327
鉄・アルミニウム等の資源回収の徹底を図
り、売払い収入の確保を図る。

合　　　　計 3,243

－7－



５ 主な事業の概要 

 （１）飾清掃工場 

 
    ○ 所 在 地   飾区水元一丁目２０番１号 

   ○ 工事期間   平成１５年６月から平成１８年１２月 

   ○ 稼動予定   平成１８年１２月 

   ○ 処理能力   焼却炉  ５００ｔ／日（２５０ｔ／日・炉×２基） 

             灰溶融炉 １１０ｔ／日（５５ｔ／日・炉×２基） 

   ○ 搬入ごみ量   ５８３ｔ／日（週６日搬入） 

   ○ 建築面積   約１７，２００㎡ 

   ○ 工 場 棟   鉄骨鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）地上 6階・地下 2階 

   ○ 煙 突   高さ 約１３０m 

   ○ 発電設備      定格出力 １３，５００kw 

 
 
飾清掃工場完成予想図 

 
 

 

    －8－ 



 （２）中防灰溶融施設 

     
○ 所 在 地   江東区青海二丁目地先（中央防波堤内側埋立地内） 

   ○ 工事期間   平成１５年６月から平成１８年１２月 

   ○ 稼動予定   平成１８年１２月 

   ○ 処理能力   ４００ｔ／日（１００ｔ／日・炉×４基） 

   ○ 溶融方式   電気加熱式 

   ○ 運転計画   １日２４時間の連続運転 

   ○ 建築面積   約１２，６００㎡ 

   ○ 工 場 棟   鉄骨鉄筋コンクリート造（一部鉄筋コンクリート造、鉄骨造）

地上６階・地下１階 

   ○ 煙 突   高さ 約８０m 

   

 
中防灰溶融施設のしくみ 
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 （３）世田谷清掃工場 

 
    ○ 所 在 地   世田谷区大蔵一丁目１番１号 

   ○ 工事期間   平成１６年７月から平成１９年１２月 

   ○ 稼動予定   平成１９年１２月 

   ○ 処理能力   焼却炉  ３００ｔ／日（１５０ｔ／日・炉×２基） 

             灰溶融炉 １２０ｔ／日（６０ｔ／日・炉×２基） 

   ○ 搬入ごみ量    ３５０ｔ／日（週６日搬入） 

   ○ 建築面積   約９，９００㎡ 

   ○ 工 場 棟   鉄骨鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）、地上 7階・地下 2階 

   ○ 煙 突   高さ 約１００m 

   ○ 発電設備      定格出力 ６，７５０kw 

 

世田谷清掃工場完成予想図 
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（４）施設整備計画における整備スケジュール 
 
  平成１８年度は、施設整備計画に基づき、下表のとおり整備を進めていき

ます。 

 

 
施 設 名 

(焼却炉規模､  

灰溶融炉規模) 

１５ 
年度 

１６ 
年度 

１７ 
年度 

１８ 
年度 

１９ 
年度 

２０ 
年度 

世 田 谷 

清掃工場 

(３００ｔ／日、 

１２０t／日) 

 
 

    

  飾 

清掃工場 

(５００ｔ／日、 

１１０t／日) 
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中  防 

灰溶融施設 

(    ／日、 

４００t／日) 

 
  

 

 

 
   

※

 

 

  なお、施設整備計画において建替えを予定している練馬清掃工場及びプラ

ント更新を予定している大田清掃工場第二工場の着工予定は、いずれも平成

２２年度です。平成１８年度予算では、着工に向けて、建設計画策定と周辺

環境調査を行います。 

※ 世田谷清掃工場の工事期間は建設期間を表記しています。 
 

それぞれの施設に共通する設備概要は、以下のとおりです。 

 

 ○焼却炉：ごみは、最新の自動燃焼制御装置により焼却されます。燃焼ガス

温度は、８５０℃以上で滞留時間を２秒以上とり、ダイオキシン

類の発生抑制を図ります。 

 ○排ガス処理設備 

  ・ろ過式集じん器：排ガスを減温塔で急速に冷却させてダイオキシン類の

再合成を防止したうえ、ダイオキシン類を含んだばいじ

んを効率よく捕集します。 

  ・洗煙塔：        排ガス中のいおう酸化物・塩化水素・水銀を、苛性ソ

ーダ溶液等により除去します。 

・触媒反応塔：    排ガス中の窒素酸化物・ダイオキシン類を触媒の働きで

分解します。 

○灰溶融炉：焼却後の灰を１，２００℃以上の高温で加熱溶融します。 

         ダイオキシン類は、高温で加熱処理することにより分解されま

す。灰は、砂状の固化物（スラグ）になり、容積が約２分の１

になります。 



（５）溶融スラグ有効利用の推進 
 

 溶融スラグ（「スラグ」という。）は、焼却灰を１，２００℃以上の高温で溶

かし、水により冷却して生成される砂状の固化物のことです。 

焼却灰をスラグ化することで、焼却灰中の重金属類が封じ込められ、ダイオ

キシン類が分解されるため、無害化することができます。このためスラグは、

砂の代替品として建設資材等への利用が可能であり、また、容積も焼却灰の約

２分の１になることから、埋立処分量の削減を図ることができます。 

 当組合では、平成１３年６月（平成１５年４月改正）に定めた「焼却灰溶融

スラグの利用促進等に関する方針」に沿ってスラグ利用の推進を図っています。 

  

○ スラグ利用推進 

 スラグの全量有効利用に向けて、現在、次のような取り組みを行っています。 

  ・当組合が発注する工事等における積極的な利用 

  ・各区が発注する工事等における利用の働きかけ 

・国、東京都、民間事業者等への利用の働きかけ 

 この他、平成１８年度は、埋戻し材料としての性状調査など、用途開発への

取り組みも積極的に行っていきます。 

 

 

 

灰溶融スラグ生産の流れ 

               ○ スラグの供給 

                  スラグが建設資材等に利用されるため 
焼却灰

には、安全なものが、安定して供給され 
灰溶融炉 ることが必要であることから、次のよう 

な取り組みを行っています。 

スラグ水砕装置  

・品質管理基準に基づく安全性の 

確認 

・灰溶融施設に隣接した、貯留施設 

                   の整備 

                    

 

スラグ 鉄分 

スラグ磁選機 

アルミ選別機 

スラグ アルミ分 

スラグ破砕機 

アルミバンカ スラグバンカ メタルバンカ 

再利用 

スラグ積出ホッパ 

スラグ貯留施設 

利用先へ 

 

 

スラグ貯留施設へ
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（６） 飛灰搬出設備整備の概要

　

○ 飛灰搬出設備とは

○ 平成１８年度整備工事対象工場  ※（　）内は、完成予定年月

①有明清掃工場（平成１８年８月）

②江戸川清掃工場（平成１８年８月）　

③新江東清掃工場（平成１８年８月）

④大田清掃工場第二工場（平成１８年９月） 

⑤墨田清掃工場（平成１８年１０月）

⑥中央清掃工場（平成１８年１１月）

⑦北清掃工場（平成１９年３月）

⑧千歳清掃工場（平成１９年９月）

飛灰搬出フロー図

ボイラ

焼却炉

（排ガス）

　飛灰は、集じん灰及び減温塔等で捕集された“ばいじん”の総称で、この飛
灰を灰溶融施設へ搬出するために、飛灰専用運搬車（タンクローリー）に積み
込む設備が、飛灰搬出設備です。
　運搬車に積み込まれた飛灰は、灰溶融施設でスラグ化し、有効利用されま

す。

飛灰専用運搬車

（非常時）

     混練設備

飛灰輸送コンベア
（改造・新設）

空気輸送設備
（新設）

＜既存工場棟＞

減
温
塔

＜飛灰搬出棟＞（新設）

粉砕機
（新設）

飛
灰
貯
留
槽

空
気
輸
送
配
管

環境用
集じん機

飛灰積込
設備

ろ過式集じん機
（バグフィルタ）
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（７） 平成18年度 ごみの流れ   （予算編成時の集計年量による） 

 

 

 

 

 

 

ご み 量 

  ３，８４３千ｔ 

   (3,843,394t) 

*焼却残灰を除く 

中間処理による減量 

     ２，５０９千ｔ 

      (2,509,488t) 

資 源 化 量 

   ９７千ｔ 

   (97,358t) 

 

 

 

 

 

 

－ － ＝ 

埋 立 処 分 量

  １，２３７千ｔ 

   (1,236,548t) 

《最 終 処 分》 《搬 入》   《中 間 処 理》 

《資 源 化》 

（注）上記のごみ量は、組

合予算編成時の集計  

量であり、各区の告示ご

み量とは一致しない。 

  

３，８４３千ｔ 

  (3,843,394t) 

*焼却残灰を除く 

 

可 燃 ご み 

 ２，７６３千ｔ 

  (2,763,010t) 

 区収 1,659,466t 

 持込 1,099,681t 

 管路     3,863t 

 

 

不 燃 ご み 

    ５７５千ｔ 

    (575,457t) 

 区収   513,084t 

 持込    62,373t 

 

 

粗 大 ご み 

      ７３千ｔ 

     (73,352t) 

区収    53,648t 

 持込    19,704t 

 

 

産業廃棄物等 

    ４３２千ｔ 

    (431,575t) 

 産廃  338,175t 

都廃   93,400t 

 

 

島嶼焼却灰 

       ０千ｔ 

     (0t) 

 

２，７７６千ｔ 

(2,776,396t) 

 

粗大ごみ破砕

処理施設 

  １２７千ｔ

 (126,848t) 

 

不燃ごみ処理

センター 

  ５５０千ｔ

 (550,541t) 

 

 

 

 

選 別 機 

    １１千ｔ

  (11,004t) 

焼  却  量 

 ２，９１８千ｔ 

   (2,918,201t) 

清 掃 工 場 

２，７９０千ｔ

(2,789,636t)

 

破砕ごみ処理施設 

    ４１千ｔ 

   (41,135t) 

 

大田第二工場 

    ８７千ｔ

   (87,430t) 

 

６８０千ｔ

(679,931t)

 

１４２千ｔ

(141,805t)

 

灰溶融炉 

２３６千ｔ 

(235,860t) 

２３６千ｔ

(235,860t)

        ５３４千ｔ 

        (533,559t) 

１４３千ｔ 

(143,116t) 

３８７千ｔ 

(387,067t) 

 １，２３７千ｔ 

  (1,236,548t) 

 

組合の中間処理

施設で処理され

たもの 

  ８５０千ｔ 

  (849,481t) 

 

 焼却残灰 

     190,445t 

 スラグ等 

     125,477t 

 粗大破砕施設 

      68,230t 

 中防不燃ｾﾝﾀｰ 

     438,231t 

京浜島不燃ｾﾝﾀｰ

      22,414t 

 選別機 

       4,684t 

 

 

 

処分場へ直接搬

入されるもの 

   ３８７千ｔ 

   (387,067t) 

  

産廃 287,500t

 都廃  92,578t

 その他 6,989t

１７３千ｔ 

(172,806t) ６千ｔ

(6,320t)

資源化されたもの ９７千ｔ(97,358t) 

スラグ有効利用 

６２千ｔ(62,000t) 

鉄・アルミ・メタル 

３５千ｔ(35,358t) 

島嶼 

焼却灰 

０千ｔ

(0t) 



平成17年度

３９，００１，７８３千円

全て「人口割」

（具体的な
算出方法）

①分担金総額から区別の人口に
より、区別の分担金を算出

３ 分担金の
精算

①平成16年度ごみ量実績

→ 平成18年度ごみ量実績

②平成17年4月1日人口

→ 平成18年4月1日人口

③平成18年度持込手数料当初予算

→ 平成18年度持込手数料決算額

※人口は、住民基本台帳人口及び外国人登録者数の合計

④「②」と「③」の合計額が区別の分担金

現時点で確定値を用いることができない
次の数値について、平成20年度において
確定値により過不足を調整する。

６ 平成18年度清掃一組分担金について

分担金の
算出方法

２

持込ごみ量相当分は持込手数料収入分を
控除した上で「人口割」

①平成18年度当初予算による分担金総額
及び持込手数料の合計額を平成16年度ご
み量確定値により、「区収ごみ量」相当
分と「持込ごみ量」相当分に按分

②「区収ごみ量」相当分の分担金額から
区収ごみ量の割合により、区収ごみ量相
当分の区別の分担金を算出

③「持込ごみ量」相当分の分担金額（持
込手数料収入分を控除）から平成17年4月
1日現在の人口により、持込ごみ量相当分
の区別の分担金を算出

平成18年度

区収ごみ量相当分は「区収のごみ量割」

１ 分担金総額
（２３区総額）

３９，６７５，７００千円
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